
中国地方における地震地すべりハザードマップ 

の高精度化手法の提案とその検証 
 

 
河野 勝宣1 

 
1鳥取大学 学術研究院 工学系部門 准教授 

                                                                    

 本研究では，4つの地震（平成30年北海道胆振東部地震，平成28年（2016年）熊本地震，平成

20年（2008年）岩手・宮城内陸地震および平成16年（2004年）新潟県中越地震）によって発生

した斜面崩壊分布の共通点を明らかにし，それらの情報を取り込んだ中国地方における地震地

すべりハザードマップの高精度化手法の提案とその精度の検証を行った．具体的には，防災科

学技術研究所発行の地すべり地形分布図を基に，AHP法およびGISを用いた地震による斜面崩

壊ハザード評価手法を検討した．AHP法による評価項目（標高，斜面傾斜角，斜面型，集水度，

地質および植生）の一対比較において，地すべり地形分布と評価項目の関係を数値化したもの

を導入している．検討の結果，地震による斜面崩壊分布には斜面傾斜角，斜面型，集水度が大

きく影響することがわかった．これら3つの評価項目を基に得られたハザードマップより，斜面

崩壊危険度が大きくなるにつれて，地震による斜面崩壊分布割合が大きくなる傾向がみられ，

本手法が，地震時の不安定斜面の抽出に期待できることが示された． 
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1.  はじめに 

 

 日本は世界有数の地震大国であるとともに，土砂災害

大国でもあることは周知のとおりである．日本列島の地

質・地形は，地質時代を通じて，マグマ活動や地殻変動，

風化作用の産物多く，脆弱な地質や急峻な地形が広範囲

に分布する．平成30年北海道胆振東部地震，平成28年

（2016年）熊本地震，平成20年（2008年）岩手・宮城内

陸地震，平成16年（2004年）新潟県中越地震による斜面

崩壊事例からもわかるように，21世紀に発生した地震で

は広範囲かつ高密度の斜面崩壊を引き起こしている．特

に，上述の北海道，熊本，岩手・宮城の3つの地震では，

降下火砕物の分布域において広範囲かつ高密度で斜面崩

壊が発生している．将来，中国地方近傍で大地震が発生

した場合，大山火山を有する中国地域（降下火砕物分布

域）でも，広範囲かつ高密度の斜面崩壊が発生する恐れ

が極めて高い．したがって，基盤岩の上部に広範囲に火

砕物が覆う地質環境を有する中国地方において，高精度

な地震地すべりハザードマップの構築は喫緊の課題であ

る．地震による斜面崩壊によって生じる被害は甚大であ

るが，すべての斜面崩壊危険箇所に防止対策を立てるこ

とは財政的に困難である．そのため，地震時の斜面崩壊

危険度の高い斜面を抽出し，優先順位を考えた上での調

査や対策を行うことが必要となる． 

 本研究では，まず，河野ら1)が提案したAHP（Analytic 

Hierarchy Process）法およびGIS（Geographic Information 

System）を用いた地すべりハザードマッピング手法を上

述の4つの地震（平成30年北海道胆振東部地震，平成28

年（2016年）熊本地震，平成20年（2008年）岩手・宮城

内陸地震および平成16年（2004年）新潟県中越地震）に

よる斜面崩壊分布域に適用し，地すべりハザードランク

と斜面崩壊分布との整合性について検討した．そして，

地震による斜面崩壊分布に対する地形・地質・植生等の

影響度を確認した上で，4つの地震による斜面崩壊分布

に及ぼす評価項目の共通点を探る．以上の結果を踏まえ

て，最後に，AHP法を用いた地震による斜面崩壊ハザー

ド評価手法について検討した結果を記述する． 

 

2.  研究方法 

 

 AHP法とは，University of PittsburghのThomas L. Saaty2)に

よって開発された意思決定法の一つであり，評価項目の

重要度ウェイトを一対比較に基づいて決定する解析方法

である．解析対象地域の設定については，地質区分や行

政区分等が考えられるが，本研究では，日本の地質構造

区分3),4)を参考に，北から神居古潭変成帯地域，南部北上

帯地域，上越帯地域および領家帯地域と設定した（図-

1）．これらの解析対象地域にはそれぞれ前述の4つに地

震による斜面崩壊分布域が含まれている．まず，各地域

における防災科研の地すべり地形分布図5)を基に，地す

べり地形と評価項目・要素との関係性（すなわち，両者

の面積比）を調査した．本研究ではデータの入手が容易

で汎用性が高いという利点に重きを置いて，AHP法によ

る地すべり危険度に関する評価項目（階層レベル1）を 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 解析対象地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 地すべりハザードマッピング 

 

標高6)，斜面傾斜角，斜面型7)，集水度，地質8)および植

生9)の6つに設定している．これらの設定した評価項目に

基づいて，地すべり危険度の階層システムを構築する．

この階層構造から，まず，各要素（階層レベル2）間の

重要度ウェイトを，次に，その上位の評価項目（階層レ

ベル1）間の重要度ウェイトを算出する．本手法では地

すべり地形分布と要素との関係を数値化したものを一対

比較に導入することにより重要度ウェイトを算出するこ

とで，評価者の主観的・経験的判断を排除できる利点が

ある．得られた各階層の重要度ウェイトから，各評価項

目における地すべり危険度を得点化し，評価項目ごとに

該当する地すべり危険度得点をGISを用いて合計（図-

2）することにより，地すべりハザードマッピングを行

う．本手法の詳細については，河野ら1)を参照されたい．

なお，北海道胆振東部地震による斜面崩壊分布図は国土

地理院が公開しているGISデータを，熊本地震による斜

面崩壊分布図は防災科学技術研究所が公開したGISデー

タを用いた．岩手・宮城内陸地震および新潟県中越地震

による斜面崩壊分布域図は地理院地図による空中写真よ

り斜面崩壊地形の概形を直接トレースしてポリゴン化す

ることにより，GISデータを取得した（図-3）． 

 

 

 

 

 

 

図-3 斜面崩壊地形のトレースとラスターデータへの変換 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 地すべりハザードマップの一例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 地すべりハザードランクと斜面崩壊分布との関係 

 

3.  地すべりハザードマッピング 

 

 各地域の地すべりハザードマップの一例を図-4に示す．

この例の場合，ハザードランクIIIおよびIV分布域が地域

の大部分を占めていることがわかる．ここで，地すべり

ハザードランクと斜面崩壊分布との関係（セルサイズ20 

mの例）を図-5に示す．上越帯地域を除く3つの地域で

斜面崩壊面積占有率はハザードランクIIIまたはIVでピー

クを示し，ハザードランクIVまたはV分布域において減

少した．つまり，作成された地すべりハザードマップに

おいて，必ずしも地すべり危険度が高い地域で斜面崩壊

が起こったわけではないことがわかる．したがって，本

手法によって作成された地すべりハザードマップは，地

震によって発生した斜面崩壊分布を適切に表現している

とは言えない． 

神居古潭変成帯地域

南部北上帯地域

上越帯地域

領家帯地域

4 4 3 3 2 2 2 2 2 3

4 4 3 2 2 1 1 1 2 2

4 4 3 2 2 1 1 1 1 2

4 4 3 2 2 2 1 1 1 2

4 4 3 2 2 2 2 1 1 2

4 4 3 3 3 3 2 2 2 2

3 4 4 4 4 3 2 2 2 2

3 3 4 4 4 3 2 2 2 3

3 3 3 4 4 3 3 2 3 4

2 3 3 4 4 4 3 3 4 4

斜面型

集水度

地質

植生

ラスターデータ

データの属性

標高

斜面傾斜角

地すべり

ハザード

マップ

20, 30, 40 m
（セルサイズ）

1

2

3 4

5

ラスターデータポリゴン化

50 m 50 m 50 m

20 m
セルサイズ

50 km

ハザードランク I

ハザードランク II

ハザードランク III

ハザードランク IV

ハザードランク V

神居古潭変成帯地域

南部北上帯地域

上越帯地域

領家帯地域

5 15 25 35 45 55

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

5 15 25 35 45 55I II III IV V

0.5

0.4

0.3

0.2

0.1

0

ハザードランク

地
す
べ
り
面
積

占
有
率

[%
]

領

家

帯

上越帯

南部北上帯

神居古潭変成帯



4.  地形的素因に着目した地震による斜面崩壊ハザード

マッピング 

 

 前章で作成した地すべりハザードマップにおいて設定

した評価項目のうち，どの要因が最も斜面崩壊分布に影

響を及ぼしていたのかを調査した．その方法は，AHP法

における階層レベル1における評価項目の重要度を99.9

とし，それ以外の5つの評価項目の重要度を0.02として

地すべり危険度得点を算出するものである．設定した評

価項目は6つであるから，それらに対応する地すべりハ

ザードマップも6つ作成されることになる．作成された

地すべりハザードマップの地すべりハザードランクと地

震による斜面崩壊分布との関係を確認することで，どの

評価項目が地震時の斜面崩壊分布と関連性があるのかを

知ることができる． 

 各評価項目の重要度を99.9とした場合に得られた地す

べりハザードマップにおける地すべりハザードランクと

地震時の斜面崩壊分布との関係（セルサイズ20 mの例）

を図-6に示す．この図から特に，標高および地質は，地

すべりハザードランクがIやIIの比較的地すべりハザード

が低いと考えられる分布域で既に80%以上の斜面崩壊が

発生したことになり，両者の要因の斜面崩壊分布への関

与はそれほど大きなものでないと考えられる．一般的に，

斜面崩壊と地質との間には密接な関係があることは周知

のとおりだが，今回のような同一地質環境内で発生した

ような斜面崩壊分布では，その影響度が現れなかったも

のだと考えられる．それ以外の要因についてはハザード

ランクが高くなるにつれて，斜面崩壊面積の累積相対度

数が大きくなる傾向が見られ，植生を除く3つの要因

（傾斜角，斜面型，集水度）はいずれも地形的素因項目

である．そこで，「傾斜角」，「斜面型」，「集水度」

のみを評価項目に設定して，再度，地すべりハザードマ

ッピングを行い，得られた地すべりハザードマップと地

震時の斜面崩壊分布との関係を調査した．ここで挙げる

3つの評価項目はすべて地形的素因項目という点で共通

していることから，評価項目（階層レベル1）の重要度

をすべて同等とした．紙面の都合上，ここでは，北海道

胆振東部地震による斜面崩壊分布域におけるハザードマ

ップの一例（セルサイズ：20 m）を図-7に示す．地震に

よる斜面崩壊分布域の西端に北北西－南南東方向で伸び

る厚真断層を境に西側では地すべりハザードランクIIお

よびIII分布域が，東側で地すべりハザードランクIVおよ

びV分布域見られ，大半の斜面崩壊は地すべりハザード

ランクIVおよびV分布域で発生していることが図からも

わかる．3つの評価項目（地形的素因項目）に基づく地

すべりハザードランクと地震による斜面崩壊分布との関

係（セルサイズ20 mの例）を図-8に示す．地すべりハザ

ードランクが高くなるにつれて，斜面崩壊面積占有率が

大きくなる傾向がみられ，地すべりハザードマップと斜

面崩壊分布との間に良好な対応が見られた．これは言う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 地すべりハザードランクと斜面崩壊面積の累積相対度数

との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 地形的素因に基づく地すべりハザードマップの一例（神

居古潭変成帯地域，セルサイズ20 mの例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 地形的素因に基づく地すべりハザードランクと斜面崩壊

分布との関係 

 

までもなく，斜面崩壊分布と関連性が大きい要因のみを

集めて設定して地すべりハザードマッピングを行ったた

めである．したがって，傾斜角，斜面型および集水度の
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3つの要因を用いて斜面崩壊危険度を評価することは，

地震のような突発的な現象に伴う斜面崩壊危険度の高い

エリアを事前に把握するうえで，有効な方法の一つにな

り得ると考えられる． 

 

5.  おわりに 

 

 本研究では，約数百～数万箇所に及ぶ地すべり地形を

基に，河野ら1)の地すべりハザードマッピング手法を北

海道胆振東部地震，熊本地震，岩手・宮城内陸地震およ

び新潟県中越地震によって広範囲かつ高密度に発生した

斜面崩壊分布域に適用し，得られた地すべりハザードラ

ンクと地震による斜面崩壊分布との関係について調査し

た．さらに，地震による斜面崩壊分布に対する地形・地

質・植生等の影響度を確認した上で，4つの地震による

斜面崩壊分布に及ぼす評価項目の共通点を探り，その知

見に基づいた新たな地震による斜面崩壊ハザード評価手

法について提案した． 

 その結果，河野ほか1)の手法を用いた場合には，地震

時の斜面崩壊分布の様子を適切に表現することはできな

かったが，地震時の斜面崩壊分布には地形的素因が大き

く関与することがわかった．このことから，地震のよう

な突発的な現象に伴う斜面崩壊危険度の高いエリアを事

前に把握するうえで，地形的素因（斜面傾斜角，斜面型

および集水度）を用いて評価することが有効な方法の一

つになり得る可能性があると結論付けた．また，本手法

は，地質や植生等のデータを必要とすることなく，

DEMデータのみを用いて解析が行えるので，データが

乏しい，または，データの精度が劣るような地域への適

用にも有効であると考えられる．本成果は避けられない

次の地震災害に向けて還元しなければならない．本手法

は，現地調査を要する地震時の不安定斜面の抽出に期待

でき，優先順位を考えた効率的な対策を行うことが可能

となることから，斜面防災技術の発展に大きく貢献でき

ると考える．なお，本手法を中国地方全域に適用し，地

形的素因に基づく地震時の斜面崩壊ハザードマッピング

も行っている．そして，鳥取県内を中心にハザードラン

クの高い箇所や，さらに，ハザードランクが低いと評価

されたのにもかかわらず地すべり地形や最近の斜面災害

が発生した箇所についても現地調査や野外・室内実験を

行い，本手法の妥当性等についても検討している．ただ

し，これらの結果について，鳥取県内のみでの調査結果

のみであるため，ここでの記述は控えることとする．今

後，中国地方全域を含めたさらなる現地調査も併せて地

震時の斜面崩壊リスクを総合的に評価していく必要があ

る．本手法が効果的・効率的な地震時の斜面崩壊危険度

評価の一助となることを願ってやまない． 
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